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いであ株式会社　企画本部 品質･環境管理部　

 〒154-8585　東京都世田谷区駒沢3-15-1

　TEL：03-4544-7603　FAX：03-4544-7711

 E-mail：emsmet@ideacon.jp

社    名　　  いであ株式会社(IDEA Consultants,Inc.)

本社所在地    東京都世田谷区駒沢3-15-1

創業年月  　  1953年(昭和28年) 5月

設立年月  　  1968年(昭和43年) 9月 

資 本 金      31億7,323万円 

従業員数      874名(2006年12月31日現在）

　　　　　　　　　 (非常勤の嘱託･顧問を除く)

連結子会社    新日本環境調査(株)

              沖縄環境調査(株)

              (株)ベーシックエンジニアリング

非連結子会社　東和環境科学(株)

　　　　　　　地球環境カレッジ(株)

　　　　　　　イーアイエス･ジャパン(株)

              日本設計サービス(株)

　　　　　　　(株)インフラ･インフォ･システムズ

[会社概要]

[お問い合わせ先]

対象範囲

対象期間　　2006年1～12月

対象組織　　いであ株式会社

　　　　　　新日本環境調査株式会社

　　　　　　沖縄環境調査株式会社

　　　　　　イーアイエス･ジャパン株式会社

            日本設計サービス株式会社

本書の発行月

2007年9月

対象組織の本書での名称(略称)

いであ株式会社の事業内容

 　　環境に関する生物の調査、分類、同定、実験、解析、育成

 　　生物生息環境の保全、再生、創造

 　　理化学分析・試験(環境質)、環境リスクの評価・管理

 　　気象情報配信とバイオウェザーサービス

 　　環境管理事業

　　 海外におけるこれらに関する業務・事業

 　　河川・海岸の整備・保全計画及び構造物の設計・管理

 　　道路・交通・都市の計画・設計・管理

 　　橋梁の設計・管理

 　　自然及び人工災害に係る事前・事後対策調査、計画・設計

 　　環境に関する現況調査、予測、解析

 　　環境アセスメント（環境影響評価）、環境保全対策



環境配慮の方針
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　　いであ株式会社とそのグループ会社の環境憲章は次のとおりです。

基本理念

いであ株式会社及び関連企業は、社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタントとして、地球環境を

保全し、健全で恵み豊かな環境の恵沢を次世代に引き継ぎ、持続可能な社会の維持・発展及び望ましい環

境の創造に寄与することを基本理念として行動する。

方　　　　針

　　1．環境保全、環境創造に資するため、研究・開発、環境事業並びに環境に配慮した社会資本整備に努め、  

      社会に貢献する。

　　２．資源循環型社会の構築を目指し、地球環境にやさしい企業行動に努める。

　　３．社員の環境への意識向上を図り、地球環境保全活動に積極的に参画する。

行動基準

　　１．環境の保全、創造、リスク等に関する調査、研究、技術開発を推進する。

　　２．社会資本整備の計画・設計にあたっては環境配慮設計に努める。

　　３．資源の効率的利用、リサイクルの徹底により、廃棄物を削減する。

　　４．資源の最適利用、ライフスタイルの変更を通じ、省資源・省エネルギーに努める。

　　５．環境マネジメントシステムの定着を図り、環境保全の自主管理体制を強化する。

　　６．環境教育により社員の環境保全への認識を高めるとともに、環境情報を社会に向け発信する。

　　7．地域社会や国際社会と協調し、環境保全活動等に積極的に参画する。

いであグループの環境憲章

いであ株式会社

 代表取締役社長

 都丸　徳治

 いであ株式会社

 代表取締役会長　　田畑 日出男

環境マネジメントシステムでどのような期待をされていますか？

グループ全体の"環境憲章"を受けた"環境方針"をいかに確実に実行するか、またそれらを職員の間に着実に

根付かせるということです。

日経新聞社の環境経営度調査では何年も業界トップクラスと評価されていますが、お考えをお聞かせください

当社は環境関連業務を主としている企業であり、環境保全事業、環境配慮設計、環境負荷削減は当社の得意

とするところです。これらを外部にも積極的に環境教育や環境情報という形で発信し、また、地域での活動に

活かしています。それらが評価された結果であると考えます。

今後ともこれらの活動を積極的に推進していきたいと考えています。

不祥事防止に関するお考えをお聞かせください

不祥事は職員個人の倫理感によるところが大きいと考えます。そのため、技術者としての倫理について十分

意識を持つよう、職員に徹底しているところです。

自己適合宣言についてはどのような点を見直しされたのですか？

過去10年、認証登録を維持してきましたが、審査をパスすることが目的になってしまいがちです。

自己適合宣言の適用範囲の見直しにより新たに加わった組織では、自己適合宣言の意味をよく理解し、環境活

動を実りのあるものにしてもらいたいと考えています。

Q

Q

Q

Q

いであ株式会社の本社・東京支社では、I SO14001自己適合宣言システムで運

用していますが、合併後初の近隣地域市民専門家の適合性確認として、2007年5

月29日に社長へのインタビューが実施されました。その際に、都丸社長が述べた環

境マネジメントの方針にかかわる事項について、以下に掲載します。

市民による社長インタビュー
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2006年環境目標 2006年達成評価

( 1 ）研究開発と成果の公表

( 2 ）設計業務における環境配慮提案シートの作成

( 3 ）グリーン調達率の向上

( 4 ）有機溶媒回収率の向上

( 6 ）温室効果ガス排出量(原単位)の低減

( 7 ）上水使用量(原単位)の低減

( 8 ）コピー紙使用量(原単位)の低減

( 9 ）自己適合宣言の拡大

(10）目標管理型運用による推進

(11）危険物、高圧ガス、排ガス処理の事故ゼロ

(12）排水基準値･自主基準値の順守

(13）環境情報の定期発信

(14）地域での環境保全活動への参画やインターン

　　　　シップ･企業研修の受け入れ維持

( 5 ）廃棄物量の把握と低減、分別回収･

　　　　リサイクルの徹底

○2006年も危険物等の事故ゼロを継続しています。

●2006年1月に1拠点で排水基準値超過があり、厳粛な是正処置をと

　　っています。他の拠点では環境法規制はすべて順守できています。

●合併による組織移動などにより目標管理型監視･評価が不十分な拠

　　点がありました。コミュニケーションを図り目標管理型運用の徹底を

　　行います。

△本社運用のISO14001自己適合宣言を東京支社に拡大し、システム

　　の一本化を図りました。自らが規格要求事項に対する適合性をチェ

　　ックする仕組みの理解･定着が今後の課題です。

○温室効果ガス排出量は2002年とほぼ同じレベルで、従業員1人当

　　たりの排出量では5年連続して低減し7.2％減となりました。従業員数

　　や延床面積が増加しているなかで、この結果は特筆されます。

○一般廃棄物としての処分量は73.7t、リサイクルに回している量が

　　79.5ｔでした。従業員1人当たりの処分量は64.4kgで、2003年から

　　4年連続低減でき37.7％減となりました。

△産廃(産業廃棄物)は全体で32.0ｔと推計され、このうちリサイクル量

　　は20.5tで、リサイクル率は64.1％と集計しました。

○2006年も継続して環境保全技術の開発を行い、環境関連だけで、

　　13件以上の研究成果を学会等へ公表しました。

○本社では83％を回収し目標を達成しました。創造研では使用済溶媒

　　のリサイクル委託を開始し、本社と創造研の合計で6.8ｔ　(45.1％)

　　の使用済溶媒が回収されました。

△東京支社･東北支店･名古屋支店では環境提案シ－ト作成数目標を

　　達成しましたが、集計･記録･評価が不十分の拠点がありました。

○約3,700万円の事務用品購入費のうち、グリーン調達率は89.0

　　％で、2005年より7.6ポイント増加しました。

○コピー紙使用量は2005年比で0.6％減(597kg相当)、従業員1人

　　当たりの原単位でも4.4％減(A4版で568枚/人相当)しました。

●実測値の把握ができている拠点集計では、2005年比で水道水使用量

　　は微増、従業員1人当たりの使用量は1.3％増で30.9m3/人となりました。

○インターンシップ等の環境研修生受け入れは海外研修生を含め

　　25件135人で延べ対応日数は643日になります。

○自然観察会や環境教育指導、地域清掃や地域環境活動等には、17

　　件、延べ33人の従業員が参画しました。自然観察等の環境教育は

　　子供たちや市民･教員の延べ657人以上に対して実施しました。

○環境技術レポート『i-net』を発行し、ホームページ上での健康･気象･

　　環境情報の公開や環境管理情報の配信を継続しています。

   また、ISO14001自己適合宣言の解説書を10月に発行しました。

行動基準

地域や国際

社会と協調

し、環境保全

活動に参画

環境情報を

社会に発信

環境管理体制

の強化

省資源・

省エネルギー

廃棄物削減と

リサイクル

環境保全技術

の開発

環境配慮設計

※この表は対象組織においての行動基準･環境目標と達成状況です。○は目標達成項目、△は十分に目標達成したとは言えない項目、●は目標未達成項目。

　　次の表には、いであグループの環境憲章における7つの行動基準に対して目標枠を設定し、各拠点

ごとに重点事項を選択して取り組んだ結果に対する評価を記載しています。

環境目標と達成状況



環境管理体制と法規制順守

環境管理体制

本社では、2004年1月に認証登録からISO14001自己適合宣言システムに移行し、2006年の合併に伴

い、それまで10年間認証登録を継続していた建設系部門のうち、東京支社を自己適合宣言の適用範囲に

加えて運用しています。

創造研も2007年に自己適合宣言への移行準備中で、その他の拠点では地域の環境認証制度での運

用や、自主的な目標管理型運用に切り替えています。

ISO14001自己適合宣言システム

本社のISO14001自己適合宣言は、認証登録から移行して4年目になります。自己適合宣言は、

ISO14001規格適合の方法として、審査機関による認証登録と併記されているもので、全国でも地方自

治体を中心に自己適合宣言が拡がっています。これまで運用を通して経験してきた自己適合宣言システ

ムの特徴を下表に示します。

当社に適用される主な環境法規制等のうち特に重点を置いているのが、各拠点の化学分析の洗浄施

設が下水道法･水質汚濁防止法の特定施設になっていることと、重金属などを含む特別管理産業廃棄物

の排出です。2006年は、この2法に関係する次の2件について是正処置を実施しました。その他の環境法

規制については順守できています。

環境法規制の順守状況

(1)2006年1月に1拠点で1健康項目が排水基準値超過の指摘されたことを厳粛に受け止め、より厳しい自主基準値     

    を定めて管理する是正処置を実施しました。

(2)2006年6月の自己適合宣言の外部確認で、廃棄物処理委託の理解不足を不適合指摘され、全拠点に廃棄物処理

    法の順守事項チェックリストを配布し、廃棄物処理委託の見落としがないように徹底しています。

当社で構築した自己適合宣言の仕組み 運用を通してのメリットと課題等

　1. 自らの適合性を、規格適合性チェックリストにより確認する。                         

　　　　内部監査で規格適合性チェックリストを検証する。

3. 他拠点の内部監査員による第二者監査で、見落としや継続改善を推進。

4. 取組状況、内部監査や外部確認結果を公表。

2. 市民専門家や近隣地域のISO14001運用事業者の外部確認により、        

　　見落としや自己満足を防止する。

　　監査状況は、外部確認で適切な実施をみられる。

・ 職員の規格要求事項の理解が深まる。規格適合性の見落としが少なく、　

　 内部監査チェックリストに兼用可能。

・ 規格理解度が不十分な点と、内部監査員の力量向上が課題。

・ 審査費用の1割程度の費用で済み、コストパフォーマンスが高い。

・ さまざまな経験を持つ方のアドバイスを受けることができ、パフォーマンス

　　の継続的改善が進む。

・ 内部監査員が事前準備をよくするようになった。

・ 外部確認者の依頼手続の簡素化が課題。

・ 相互交流と改善見直しに有効で、外部確認ができない組織でも実施可能。

・ 自己適合宣言に必須事項の透明性の確保。

・ パフォーマンスが低いときも隠さずに情報を公開する。

T
O
PI

CS!

2006年度の日経新聞の環境経営度調査において、通信サービス分野で9位にランキングされ、3年連続

で環境分析測定業界･建設コンサルタント業界のトップランクに評価されました。

2006年に創設されたエコ検定試験は従業員の環境意識の一層の向上に役に立つとして、そのテキスト

ブック購入費を会社で補助し、その結果、100人以上の従業員がエコ検定に合格しました。

環境経営度調査で3年連続業界トップランクに評価

エコ検定試験に100人以上の従業員が合格

4
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CO2排出の構成

総量
4,251t

※電力のCO2換算係数は

　　0.555kgCO2/kWh

石油系廃棄物 3％

自動車燃料 12％

電力 84％

施設燃料 1％

従業員数と総延べ床面積の推移

延
床
面
積

従
業
員
数

40,000

32,000

24,000
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温室効果ガス排出量の経年変化

4,145
4,327 4,355

排
出
量
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O
 2

 C
O
 2

一
人
当
�
�
�

�
�排
出
量(

原
単
位)

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500
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5

4

3

2

( t - CO2) ( kg - CO2/人)

2001 2002 2003 2004 2005 2006 (年)

　3.9 3.8 3.7
4.0 4.0 4.0

4,314 4,2514,243

施設燃料(都市ガス、LPG)使用量の推移

施
設
燃
料
使
用
量

20,000

17,500

15,000

12,500

10,000

7,500

5,000

0

( kg )

2002 2003 2004 2005 2006 (年)

17,396
15,342

17,004

13,867

8,225

右図は、電力、施設燃料(都市ガス、LPG)、自動車燃料

(ガソリン、軽油)消費量及び石油系廃棄物(廃プラスチ

ック、廃油)によるCO2排出量の構成比を示したものです。

CO2排出量は4,251ｔで、電力が84％を占め、次いで

現地調査や営業等に用いる自動車燃料(ガゾリン、軽油)

が、12％となっています。

右図(上段)のとおり、CO2排出量は2004年の4,355t

をピークに、2006年では前年から63t削減しました。また、

従業員1人当たりの温室効果ガス排出量(原単位)は、

2002年の4ｔ-CO2/人から毎年削減を継続し、2006年

では3.7ｔ-CO2/人(7.5％減)となっています。

右図(中段)のように延床面積、従業員数、社内設備

が毎年増大する中でのこの削減は、太陽電池や省エネ

ルギー（以下、省エネ）タイプ機器の使用のほか、全従業

員が冬季20℃･夏季28℃等の省エネ行動を徹底した成

果として評価できます。

また、本社でガス空調加湿方式から電力方式に設備

改修したことにより、都市ガス使用量が2005年の18.8

千m3から2006年には4.2千m3と約78％削減できたこと

もCO2排出量の削減要因となっています(右図下段)。

電力使用量はCO2排出量の経年変化とほぼ同じで、

その年の調査現場の位置によって変動の大きい自動車

燃料は増加傾向を示しており、省エネ車導入率向上と

エコドライブの理解･実践が今後の課題となっています。

また、本社、沖縄支店、九州支店の太陽電池発電設

備においての2006年発電合計量は、昨年とほぼ同量

の31.7ＭＷhでした。

温室効果ガス排出量の構成

温室効果ガス排出量の経年変化

ヨシズを設置したとたんに直射日光が遮られ、事務

室内の室温が低くなったように感じました。テラスに設

置したヨシズの、内側と外側の気温と床の表面温度を

測定すると、右図のように明らかな違いがありました。ま

た、ブロック床の場合は、外側37.2度に対し、内側29.2

度と、こちらも大きな効果がみられました。 本社5階のテラスに設置したヨシズ

ヨシズを使って省エネ効果 ！
外側の気温 内側の気温

31.1度 30.1度

外側の木床

34.6度

内側の木床

29.4度

T
O
PI

CS!

省資源･省エネルギー
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廃棄物量

コピー紙使用量

上水使用量

グリーン調達

2006年の一般廃棄物量は73.7ｔ (従業員1人当たり

64.4kg)で継続的な削減ができ、2003年比で37.3ｔ(33.6

％)削減となりました。2006年のリサイクル量は79.5ｔと廃

棄物量を上回っており、これはオフィス古紙、新聞、雑誌、

段ボールをほぼ全てリサイクルしていることによります。

2006年の産業廃棄物量(特別管理産業廃棄物含む)は、

32.0ｔで、そのうち64.1％にあたる20.5ｔをリサイクルしていま

す。化学分析に用いる溶媒は、本社と創造研で全体の90%

以上を占めると推定されますが、これら2拠点の廃溶媒回収量は6.8tで、全体の45.1％の回収率と推定されます。

コピー紙使用量と従業員1人当たりの使用量は、両面

コピー、不要コピーの防止や電子媒体利用に努めている

にもかかわらず、増加傾向にあります。

2006年のコピー紙使用量は前年より0.6t減とほぼ同

量でしたが、従業員1人当たりの使用量は89.7kg/人で

前年より2.5kg/人低減しました。これは従業員1人当たり、

A4コピー用紙を568枚削減したことになります。

2006年の上水消費量は33.5千m3と推され、使用量

を把握できないテナントビル等に入居している拠点を除

いた、把握できる拠点のみで集計した過去4年間の上水

使用量はやや増加傾向にあります。

2006年の従業員1人当たりの上水使用量は30.9m3/

人と、各拠点に化学分析の水洗施設を持つ事業所とし

ては、事務所ビルの平均原単位である29.2m3/人※1を

わずかに超えるにとどまり、節水効果は現れています。

海水は51.5m3、地下水は13.3m3の使用で、どちらも前年より41.5％減という結果でした。

2006年の事務用品購入費用約3,700万円のグリーン

製品※2調達率は89.0％となりました。2004年からの毎年

の伸びは、社内集計や申請手続の問題で、実態として

は過去から2006年に近い率でグリーン製品を購入して

いたものと推定されます。

※2 グリーン製品の定義は国の調達基準と同じ。

※1 国土交通省･東京都のデータから、事務所ビルの水道水消費量原単位を推定

コピー紙使用量の推移

91.9
103.2 102.694.8

( t ) ( kg /人)
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上水使用量の推移
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底泥中の種判別と
　　　　　　　埋土種子数分析

人工環境下での発芽試験 屋外施設での発芽試験

樹木伐採（間伐）イメージ河道内樹木の維持管理上の課題と管理方法の考え方

・水位上昇による流下能力阻害

・偏流の発生等による護岸崩壊

・河川巡視上の支障

・ゴミの不法投棄誘発

・外来種の進入等による
　在来植物、生態環境の悪化

維持管理上の課題

治水面からの

課題

河川管理面

からの課題

自然環境面

からの課題

河道内樹木の維持管理方法

・ 伐採区域調査

・ 伐採効果の検証

・ 維持管理方法の検討

・ 伐採方法・処理方針検討

治水・管理・環境のバランスを考えた
河道内樹木の維持管理計画

光

光 光 枝下に空間を設け
て、中小洪水の流
水を流下させやす
くする

昆虫や落葉などが
魚類の餌となる

伐採により、堤防
の湿潤化を避け、
機能を保持する

樹冠で覆うことで、日陰を作り、
小さな樹木が育ちにくい環境と
することで、密生度を高めない
ようにする

水位上昇 巡視上の支障

< 河道内樹木群による問題 >

< 改善後 >

2003年に施行された自然再生推進法により、全国各地で自然再生事業への取り組みが進んでいます

が、地域にふさわしい植生を復元することは自然再生の基本と考えられます。

当社では、失われた植生を復活させる可能性を有し、世間からも注目されている「埋土種子」に着目して、調

査手法、解析技術の開発･検討を行ってきました。この事例は、霞ヶ浦の底泥から採取した埋土種子の室内分析、

屋内･屋外施設での発芽試験までを実施したものです。底泥を深さ別に採取し、年代測定や発芽実験、種子密

度を調査した結果、復元させたい「植生」や「年代」を選択して自然再生を実施できることがわかりました。

試験で発芽した植物は、アゼナ(湿性植物)、ガマ属(抽水植物)、ヒルムシロ属、コウガイモ、ハゴロモモ、シャ

ジクモ、フラスコモ属(沈水植物)等の9種類でした。この中には、絶滅の恐れがあるとして、レッドデータブック

に掲載されている種も含まれています。

より効果的で高度な環境保全事業の実施と、事業を支える環境保全技術の研究開発を推進しています。

河道内の樹木群は、生態系の保全、良好な景観形成などの機能を有している反面、洪水時における水位

上昇や堤防沿いの高流速の発生などにより、治水上の支障となっています。また、河川巡視や施設監視をす

る際に視野を遮り、さらにゴミの不法投棄を誘発する原因にもなっています。今後、計画的に河道内樹木を

維持管理していくためには、治水･環境･管理のバランスを考えた具体的な取り組みが必要です。

樹木の伐採区域･伐採方法に関する調査や、伐採効果の検証と維持管理方法に関する調査等、建設･

環境系の技術連携による樹木維持管理計画の策定に努めています。

環境配慮設計の一例　～河道内樹木の維持管理計画の策定～

環境保全技術開発例　～埋土種子による地域植生再生技術～

環境保全事業と研究開発の推進
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事業者と施工業者の間に立ち、事業全体の

EMS体制構築の支援を行っています。

EMSの枠組み

EMS図書を作成し、PDCAサイクルの実施により、具体的

かつ継続的な年次計画の作成に努めています。

EMS図書とPDCAサイクル

【事業者】

審議 承認

環境管理委員会※

担当部署

必要に応じて、有識者、

関係機関、関係者に

報告、相談、公表等を

行う

・ 環境管理業務計画の作成

・ 生物現地調査

・ 環境研修

・ 環境巡視活動

【支援者】

※環境管理委員会

事業者の意思決定を行う組織として設置する

EMS図書の一覧

EMS図書名

(1) 重要な保全対象の位置図

(3) 環境保全ハンドブック

(4) 環境配慮マニュアル

(2) 環境保全基本計画

(5) 環境管理業務計画

環境保全措置及び事後調査の事業期間中を
通じた全体計画

環境保全基本計画、実施計画を基に作成する
環境保全の実施計画

事業実施区域の重要な保全対象に対する配慮
事項をまとめた資料

重要な保全対象の位置を示した図書

事業実施区域に生育・生息する重要な保全対
象の図鑑資料　

図書の内容等

Action(見直し)
実施計画の見直し

Plan(計画)

環境管理業務計画の作成

Do(実施)
保全措置の実施

Check(点検)
環境管理業務の報告

PDCAサイクル

EMS図書

【施工業者】

河川水中でのAEの残存率河川での界面活性剤による発泡

河川水の発泡

(ｈｒ)
0

0 10 20 30 40

20

40

60

80

100

120

残
存
率

経過時間

(%)

C12
C13
C14

C15
C16
C18

化学物質の分析技術開発例　～環境中の洗剤成分の分析技術開発～

環境管理事業の一例　～建設事業の環境マネジメントシステム(EMS)構築～

事業者と施工業者の間に立ち、事業者の視点から現場における適正な環境保全措置をサポートしています。

私たちの暮らしは、多くの種類の化学物質をさまざまな用途に使うことによって成り立っています。

身近な化学物質である洗剤は、私たちの生活に必要不可欠なものとなっています。以前、主に洗剤の成

分として使用されていた直鎖アルキルベンゼンスルホン酸(LAS)は、ヒト、生物へ影響を与える恐れがある

ことから水道水質基準項目(陰イオン界面活性剤)となりました。

現在、洗剤メーカーでは、生分解性の高いアルコールエトキシレート(AE)を成分とした製品への移行を進

めており、AEとして約120物質が存在します。このためAEの環境中での挙動を把握するための分析法を検

討し、AE約120物質の個別定量可能な分析法を開発しました。
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インターンシップ・企業体験による環境研修では、25件135人延べ643日の受け入れを行い、職員が約

200人日の指導を行いました。このうち海外留学生11人に対しては、延べ155日の研修を実施しました。

17件で657人以上の市民やこどもたちに延べ33人の従業員が

自然観察などの環境教育を実施しました。

国土研では地域からの要請にお応えして小中学校に出向き、

鳥のくらしとしくみや、天気予報の話を行いました。

環境保全技術や知識を紹介する環境技術レポート『ｉ-ｎｅｔ』を1

月と7月に発行しました。これらはホームページでも公開しています。

また、ISO14001自己適合宣言の解説書を、NPO法人地球環境

カレッジを通して発行し、当社の自己適合宣言の情報公開及び環

境管理情報を、20件配信しました。

環境技術レポート『ｉ-ｎｅｔ』の発行と環境管理情報の発信

天気予報･健康予報の配信

インターンシップ･企業体験による環境研修

自然観察会、出前講座の実施

天気予報･健康予報をバイオウェザーサービスとしてWebサイト

で配信しています。健康予報では、カラダの健康状態が日々の天

候に強く影響を受けることを学術的に探求して、当社独自の健康

気象予報を開発し、毎日の健康管理にお役立ていただいています。

なお、このサイトでは予報だけでなく健康管理･対策に関する情報

も掲載し、その一環として、「旬の食材･健康レシピ」では、季節や

天候に応じた健康レシピを提供しています。

携帯電話（有料（一部無料メニューあり））からでも、各キャリア

( i -mode、EZWeb、Yahoo!ケータイ)の公式メニューとして「お天気

予報」という番組に気象情報や防災情報を提供しております。

対象 件数 人数 研修内容 指導延べ職員数

大学生 17校 23人 専門分野の環境技術研修

環境技術研修 約200人日

施設見学

－

企業体験

11人

96人

135人

5人2校

3件

中学生

社会人

計

海外留学生

25件

3件

小学校での授業風景

 「旬の食材･健康レシピ」　

　　　　　　　　　　　　　　　　新鮮健康サラダ

ケータイ

パソコン

▲
▲

http://www.bioweather.net/

http://10ki.com/

『i-net』と ISO14001自己適合宣言の解説書

環境情報の発信と環境教育
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事務･事業活動

・ 拠点数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16箇所
　　(事務所･営業所･海外事務所を除く)

・ 総延床面積・・・・・・・・・・・・・・・ 32,058m2

・ 従業員数・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,144人
　　(臨時雇用員延人数含む)

・ 自動車台数・・・・・・・・・・・・・・・ 61台

・ 照明･空調･生活機器

・ オフィス機器

・ 調査分析機器

事業の製品

紙面及び電子媒体による成果品

・ 業務報告書

・ 設計図書

・ 計量証明書

・ 電子情報

排出物

・ CO2・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4,251t
  (廃棄プラスチックや廃油(廃有機溶剤)を含む)

・ 一般廃棄物・・・・・・・・・・・・・・73.7ｔ

・ 産業廃棄物・・・・・・・・・・・・・・32.0ｔ

・ 排水

・ 排ガス

・ 古紙・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56.7ｔ

・ 産廃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20.5ｔ

・ 溶媒回収率・・・・・・・・・・・・・・45.1％
   (本社と創造研の回収率合計)

・ パソコン等

リサイクル

エネルギー

電力

施設燃料

自動車燃料

CO2

　57.9MJ/人

　　5.6MWh/人

　73.2kg/人

196L/人

　　3.7t/人

　　2.1MJ/m2

　　0.2MWh/m2

　　2.6kg/m2

　　3.7KL/台

133kg/m2

2006年の環境負荷量原単位

使用資源･エネルギー

・ コピー紙・・・・・・・・・・・・・・・・ 102.6ｔ

・ グリーン事務用品購入率・・・・ 89.0％

・ 搬入梱包材

・ 新聞･雑誌

・ 職員の生活品

・ 実験器具消耗品

・ 分析試料(水･泥･生物) 

・ 薬品(溶媒)・・・・・・・・・・・・・・・ 25.8ｔ

・ その他試薬

・ 電力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 66.2GWh

  (太陽発電・・・・・・・・・・・・・・・・  31.7MWh)

・ 自動車燃料・・・・・・・・・・・・・  224.6kL

・ 都市ガス・・・・・・・・・・・・・・ 4,206m3

・ ＬＰＧ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6,337kg

・ 上水・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  33.5千m3

・ 地下水・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13.3千m3

従業員
1人当たり

項目
延床面積

当たり

上水

コピー紙

古紙回収

一般廃棄物

産業廃棄物

　30.9m3/人

　89.7kg/人

　49.6kg/人

　64.4kg/人

　28.0kg/人

  1.0m3/m2

(20.3千枚/人)

　　　　　－

　　　　　－

　　　　　－

従業員
1人当たり

項目
延床面積

当たり

お客様や一般市民にプラスの環境影響を及ぼす側面

環境関連業務によるお客様の環境保全推進

・ 環境状態の把握 (生物･水底質･大気･騒音･気象･水流等)

・ 環境予測と影響評価

・ 環境保全対策と自然再生･創造提案

・ 環境に配慮した土木構造物の設計提案

・ 環境に配慮した道路･都市･地域計画

・ 災害復旧計画、環境リスクの評価

・ 気象情報･解析

・ 事業や事業所の環境管理･計画

お天気予報、健康気象のホームページ掲載

環境技術レポート『i-net』の発行･ホームページ掲載

環境管理情報のE-mai l配信･本の発行

自然環境教育やインターンシップ研修等の実施

年間延べ
100万人以上

年間延べ
10万人以上

2,000人

836人

環境情報発信等による市民の環境知識向上

※ホームページ利用者数はページビュー数からの推定です。

発信情報
市民利用者数

(推定)

次の図は当社の2006年事業活動による資源消費量と環境負荷量･リサイクル量及び環境事業･環境

活動による環境保全への貢献を表したものです。

注)資源量･環境負荷量のデータは、テナントビル入居などにより一般係数で推定した拠点データ等実測値でないデータを一部含んでいます。

事業活動と環境影響
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